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1. はじめに

1.1 目的

太陽光発電（PV：Photo Voltaic）や風力発電，バイオマス

発電などを利用した再生可能エネルギー電源（以下，再エ

ネ電源と記載する。詳細は 1.3.3 再生可能エネルギー電源に

記載）の導入増加や電力システム改革の進展による電力市

場の活性化に伴い，送電線を流れる潮流の量や向きの想定

および調整が困難化し，電力系統の電圧運用・制御技術も

従来とは異なる対応が必要となる。

従来の電力系統においては，需要規模の拡大，電源の遠

隔化・偏在化，広域運営の拡大などを前提として，大電力

を都市部の需要地へ比較的長距離にわたって計画的に送電

しており，電力系統の電圧運用・制御技術は，その形態に

あわせて発展してきた。

これまで電気学会では，「電力系統の電圧安定維持対策」

（電気学会技術報告第 73 号：1979 年），「電力系統の電圧・

無効電力制御」（電気学会技術報告第 743 号：1999 年）で，

電力系統の電圧や無効電力の運用実績および制御方式など

を調査報告してきた。

しかしながら，前回の調査から既に 20 年経過し，電力系

統を取り巻く環境も大きく変わってきている。1995 年の独

立系発電事業者（IPP：Independent Power Producer）の導入，

2000 年の特定規模電気事業者（PPS：Power Producer and 
Supplier）による電力小売り部分自由化から，規制緩和が促

進され，2016 年には電力小売り全面自由化が導入された。

また，2012 年には再生可能エネルギー固定価格買取制度

（FIT：Feed In Tariff）が始まり，以来，2018 年 9 月時点で

4710 万 kW の PV，360 万 kW の風力発電が全国で導入され

ている

(1)
。今後も PV や風力発電を代表とする再エネ電源の

導入量は増加することが予想される。

再エネ電源の導入量増加により，需要と供給のバランス

を維持するために，火力発電機などの同期発電機の運転機

会が減少している。それに伴い，電力系統全体の発電機に

よる電圧調整能力が低下し，電圧調整が困難になりつつあ

る。既に，一部の電力系統では，軽負荷期の昼間帯の電圧

が通常よりも高めになる場合が生じている。また，再エネ

電源の導入量増加や電力システム改革の進展などにより，

電力の供給形態が変わり，送電線を流れる潮流の量や向き

が従来とは大きく変化する。そのため，従来の電圧運用・

制御技術では系統電圧を適正に維持することがいっそう難

しくなることが想定され，電力系統の電圧運用の実態なら

びに電圧制御技術もそれらの変化に応じて，変わりつつあ

る。

そこで，本調査専門委員会では，電力系統における電圧

運用の実態を把握した上で，再エネ電源の大量導入や電力

システム改革の進展など電力系統を取り巻く環境の変化が

電圧運用におよぼす影響，ならびに電圧制御技術を整理す

ることを目的として，調査を行った。さらには，電圧の安

定運用を維持するための対策について，国内外の事例を調

査した。これらの結果をまとめることで，将来にわたり電

力系統の電圧の安定運用に寄与する。

1.2 調査概要

電力系統における電圧運用ならびに電圧制御技術の実態を

把握し，再エネ電源の大量導入や電力システム改革の進展など

による需要地への電力供給形態の変化が電圧運用におよぼす

影響などを踏まえ，これまでおよびこれからの電圧運用の問題

点について，国内を中心に調査・整理する。さらに，電圧の安

定運用を行うための対策について，海外の事例も含めて調査を

実施する。調査内容は以下のとおりである。

・電力系統の電圧運用と制御技術の現状（電圧運用の必要性

と制御手法，電圧運用の現状）

・電圧運用における課題と対策（再エネ電源の大量導入や電

力システム改革の進展などが電圧運用におよぼす影響と

その対策）

・電圧運用・制御技術の最新動向

・海外における電圧・無効電力制御の現状と動向

1.3 本報告書における用語の定義

本節では，異なる解釈が想定される用語について，本報

告書での定義を述べる。

1.3.1 無効電力

電力には皮相電力，有効電力，無効電力がある。皮相電

力は，電圧と電流を乗じた電力であり，そのうち，負荷で

消費される電力が有効電力，負荷で消費されない電力が無

効電力である。図 1.1 の電力のベクトル図に示す関係とな

り，同図中のθは電圧と電流の位相差を表している。

無効電力は，インダクタンスやキャパシタンスに通電す

る場合に，電圧と電流との間に位相差を生じることで発生

する。無効電力という名称から，電力系統に作用しない印

象を与えるが，無効電力を制御することで電圧を変化させ

ることが可能であり，電力系統の電圧の適正維持には欠か

せない重要な役割を担っている。

無効電力の正負は，電圧と電流，どちらの位相が進んで

いるかで決まる。電力系統では，電圧を基準として，電流

の位相が遅れている場合（図 1.2）を正の無効電力，電流の

位相が進んでいる場合（図 1.3）を負の無効電力として考え

る。つまり，インダクタンスなどの誘導性負荷は正，コン

図 1.1 電力のベクトル図 

Fig.1.1. Vector diagram of power 
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